（様式１）
　　京都市母子父子寡婦福祉資金貸付金債権管理回収等業務委託プロポーザル参加申請書

年　　　月　　　日　　

（宛先）　京都市長
　私は、京都市が令和８年１月２８日に公募した京都市母子父子寡婦福祉資金貸付金債権管理回収等業務に係るプロポーザル方式による受託候補者選定手続に参加しますので、必要書類を添えて申請します。
　なお、この申請書及び添付書類の記載事項は、事実と相違ないこと及び下記誓約事項について誓約します。
　　　住所（所在地）
　　　申請者（名称）
　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

記

１　誓約事項

（１）京都市競争入札等取扱要綱第２９条第１項の規定に基づく競争入札参加停止を受けていないこと。
（２）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこと（同法第３３条第１項に規定する再生手続開始の決定を受けた者を除く。）又は会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者でないこと（同法第４１条第１項に規定する更生手続開始の決定を受けた者を除く。）。

（３）弁護士法（昭和２４年法律第２０５号）第４条に規定する弁護士若しくは同法第３０条の２に規定する弁護士法人であること。

（４）近畿地区（奈良県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、和歌山県）の本店又は支店、営業所等の事業活動拠点を有する者であること。

（５）京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等又は同条第５号に規定する暴力団密接関係者ではないこと。
（６）申請書及び添付書類について、個人情報、法人に関する情報（いわゆる企業秘密）に該当する場合を除き情報公開の対象となることを承諾すること。
（７）コンソーシアムにより参加する場合は、コンソーシアムの構成員がこのプロポーザルに重複して参加する者ではないこと。

（８）国及び地方税に滞納がないこと。

２　連絡先
	所属の名称
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


（様式２）
　　京都市母子父子寡婦福祉資金貸付金債権管理回収等業務委託プロポーザルに係る質問票
【質問】

【連絡先】
	所属の名称
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


（様式３）
企画提案書
年　　　月　　　日　　

（宛先）　京都市長
　京都市が令和８年１月２８日に公募した京都市母子父子寡婦福祉資金貸付金債権管理回収等業務委託について、企画提案書に必要書類を添えて提出します。
　なお、受託候補者に選定された場合は、京都市母子父子寡婦福祉資金貸付金の債権管理回収等業務に係る契約の締結に向けて、信義にしたがって誠実に事業内容について詳細に協議を行うことを誓約します。
　　　住所（所在地）
　　　申請者（名称）
　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

	本件業務の連絡先
所属の名称
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


（様式４）
業務実施方針

申請者（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	母子父子寡婦福祉資金貸付金に関する現状と課題
	

	委託業務を受託した場合の体制及び取組姿勢
	


（様式５）

業務実施方法

申請者（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	効果的な回収を図るためのノウハウの活用あるいは工夫する点
	

	報告の時期、方法及び内容
	

	苦情等のトラブルの防止策及び発生後の対応策
	

	債務者への配慮
	


（様式６）

業務実施体制
申請者（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	業務遂行体制
	

	全国に訪問可能な体制
	

	委託業務に従事する人員の人数、能力（経験）、配置場所、それぞれ分担する業務内容等
	

	業務に従事する者に対する指導や研修計画及び実施状況等
	


（様式７）

個人情報保護の考え方及び体制
申請者（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	個人情報保護のための体制及び取組（※）
	

	個人情報の紛失等事故があった場合の対応
	

	プライバシーマークの取得の有無及び取得時期
	有　　・　　無

取得している場合は取得時期（　　　　年　　　　月）




※　規程等がある場合は添付してください。

（様式８）

取引の状況
申請者（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１　国、自治体又は民間企業で類似の業務を受託したことがありますか。

　　　　　有　　　・　　　　無

２　上記１で受託したことがある場合は、その相手先、受託債権、受託期間、業務内容、件数等を可能な範囲で記入してください。

	相手先
	

	受託債権
	

	受託期間
	

	業務内容
	

	件　数
	


	相手先
	

	受託債権
	

	受託期間
	

	業務内容
	

	件　数
	


	相手先
	

	受託債権
	

	受託期間
	

	業務内容
	

	件　数
	


　※　本様式で全て記入できない場合は、別紙に記入してください。
